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平成２７年度（第３７回）原子力災害対策本部会議 

平成２７年６月１２日 

８ ： １ ２ ～ ８ ： ２ ２ 

官 邸 ４ 階 大 会 議 室 

 

議事次第 

１．開会 

２．議事 

 （１）「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」改訂（案）（審議） 

３．内閣総理大臣あいさつ 

４．閉会 
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○菅内閣官房長官 ただいまから、第37回原子力災害対策本部会議を開催をいたします。 

 本日の議題は、「『原子力災害からの福島復興の加速に向けて』改訂」についてであり

ます。 

 宮沢大臣から説明をお願いします。 

 

（議題１） 

 

○宮沢経済産業大臣 「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」、いわゆる福島復興

指針の改訂につきまして、お手元の資料１「改訂のポイント」、１ページ目を御覧くださ

い。 

 平成25年12月に福島復興指針を閣議決定し、これまでに田村市・川内村の避難指示解除

を実現し、また常磐自動車道などインフラの復旧も進むとともに、中間貯蔵施設への搬入

が開始されるなど、復興への歩みを着実に進めています。廃炉・汚染水対策も４号機の使

用済燃料の取り出しが完了し、先月には高濃度汚染水の浄化が完了しました。他方、依然

として課題が残されており、これらを解決して福島の復興を加速するため、今回指針の改

訂を行うことといたしました。 

 ２ページ目、改訂のポイントについて御説明いたします。 

 まず、（１）早期帰還に向けた支援については、緑色の避難指示解除準備区域、黄色の

居住制限区域について、遅くとも事故から６年後までに避難指示を解除できるよう、環境

整備を加速することを明示し、復興の道筋を明確にいたします。 

 また、避難指示区域の住民の方々の生活再構築に配慮し、避難指示解除の時期に関わら

ず、事故から６年後の解除と同等の精神的損害賠償が支払われるよう、東京電力を指導し

ます。 

 次に（２）新生活支援については、復興拠点の整備に向け、各市町村のニーズに柔軟か

つワンストップの対応をしてまいります。 

 また、「福島イノベーション・コースト構想」の具体化を進めるとともに、福島12市町

村の将来像の策定・具体化に速やかに取り組みます。 

 ３ページ目、改訂のポイントの二つ目は、事業・生業や生活の再建・自立に向けた取組

の大幅な拡充です。 
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 まず（１）自立支援策を実施する新たな主体として、官民合同のチームを創設し、避難

事業者、約8,000社を個別に訪問し、相談支援を実施します。その上で本年末をめどに支援

主体や自立支援施策の拡充について検討を行います。 

 （２）自立支援のための各種施策については、本年度の施策を最大限活用することはも

ちろん、28年度以降も支援策の充実を図ります。なお、支援策の一覧を取りまとめ、机上

配付しております。引き続き関係閣僚と一体となって、自立に向けた支援を進めてまいり

ます。 

 また、（３）営業損害・風評被害については、集中的な自立支援策の展開を行う２年間

において、しっかりと賠償においても対応すること。その後は、個別の事情を踏まえて適

切に対応するよう、東京電力を指導してまいります。 

 ４ページ目、改訂のポイントの三つ目は、福島第一原発の事故収束に向けた対応です。 

 先ほど関係閣僚等会議にて、廃炉の中長期ロードマップの改訂を決定いたしました。今

回の改訂のポイントは、資料記載の５点です。引き続き国が前面に立って廃炉・汚染水対

策に取り組んでまいります。 

 今回の方針に基づいて地元ともしっかり対話しつつ、政府一体となって福島の復興を加

速してまいります。 

 時間の都合もあり、関係各省の施策もまとめて御説明させていただきました。 

 必要な補足があればお願いいたします。 

 以上です。 

○菅内閣官房長官 ただいまの説明について、御意見・御質問等がございましたら、よろ

しくお願いをいたします。 

 まず、竹下大臣。 

○竹下復興大臣 今般改訂をされます、福島復興指針によりまして、関係省庁が一体とな

って福島の復興の加速に向けた取組を進められるということを大きく期待をいたしており

ます。 

 復興庁といたしましては、４月に改正をいたしました、福島復興再生特別措置法などに

よりまして、復興拠点の整備を支援をしていく決意でございます。 

 また、現在、原発エリアであります12市町村の将来像について、広域的・中長期的な観

点から幅広い課題について検討を進めており、この夏頃をめどに提言を取りまとめたいと

考えております。 
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 引き続く風評被害を払拭するために、先日、６月４日でございますが、関係各省庁とと

もに風評対策強化指針に基づきまして、今後の取り組み方針を取りまとめたところでござ

います。各府省の協力をお願いを申し上げます。 

○菅内閣官房長官 下村大臣。 

○下村文部科学大臣 文部科学省では、この４月に開校した、福島県立ふたば未来学園高

等学校をはじめとした教育復興の支援、同じく４月に開所した、廃炉国際共同研究センタ

ーを中心とした研究開発の推進、原子力損害賠償など、教育、科学技術などの観点から、

福島復興の加速に取り組んでおります。 

 教育については、福島の未来を担う子どもたちを育むため、今後も息の長い支援が重要

であると考えております。 

 また、廃炉国際共同研究センターにつきましては、国内外の英知を結集し、廃炉に向け

た研究開発と人材育成を加速させ、中長期の廃炉作業を見据えた取組を実施してまいりま

す。 

 原子力損害賠償につきましては、今後とも原子力損害賠償紛争審査会の指針に基づき、

公平かつ適切な賠償が行われることが重要であると考えております。文科省としては、引

き続きこれらの取組を通じまして、福島復興の加速に貢献してまいります。 

 以上です。 

○菅内閣官房長官 望月大臣。 

○望月環境大臣 除染については、住民の方々の同意取得や仮置き場の確保等、事業の十

分な実施のための必要な措置に取り組みます。 

 また、３月から中間貯蔵施設内の保管場へのパイロット輸送による搬入を開始いたしま

した。引き続き、安全かつ着実な輸送と地権者の方々への丁寧な説明等に取り組んでいき

ます。 

 汚染廃棄物処理に関する既存の管理型処分場の活用については、先週、国の考え方をお

示ししたところであり、地元の皆様の御理解を得られるよう、丁寧に説明してまいります。 

 原発事故による放射線に係る住民の健康管理については、県民健康調査の実施を継続的

に支援するとともに、リスクコミュニケーションに関する取組の強化に努めてまいります。 

 このたび決定される政府の方針も踏まえ、引き続き全力を尽くしてまいります。 

 以上です。 

○菅内閣官房長官 それでは、「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」の改訂を、
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案のとおり決定することについて、御異議はございませんでしょうか。 

 

（異議なし） 

 

○菅内閣官房長官 ありがとうございました。 

 最後に安倍総理から御発言をお願いします。 

 ここでプレスが入りますので、少々お待ちください。 

 

（報道関係者入室） 

（内閣総理大臣あいさつ） 

 

○菅内閣官房長官 総理、よろしくお願いいたします。 

○安倍内閣総理大臣 福島の復興なくして日本の再生はありません。 

 いまだ避難を続けられている11万人を超える原子力被災者の方々が、一日も早くふるさ

とへ帰還し、あるいは、新しい生活を始めていただくことが、私たちの責務であります。 

 一昨年末の福島復興の指針の決定後、田村市・川内村の避難指示解除、常磐道の全面開

通、中間貯蔵施設の搬入開始など、福島の復興は大きく動き始めています。 

 しかしながら、私自身これまで10回にわたって福島を訪問し、本格的な復興に至ために

は、まだまだ多くの課題を解決しなければならないことを実感しています。今回の決定に

従って、遅くとも事故から６年後までに避難指示の解除が実現できるよう、環境の整備に

向けて取組を加速するとともに、地域の将来像を速やかに具体化してまいります。 

 特に、今回、福島特措法が改正されたことを踏まえ、新たな復興拠点のまちづくりに早

急に着手いたします。また、事業・生業や生活の再建に取り組み、一次産業を含めた事業

者の方々の自立を支援していくため、官民合同チームを立ち上げ、全8,000事業者の方々を

個別訪問いたします。本日改訂した中長期ロードマップに基づいて、廃炉・汚染水対策を

着実に実施します。 

 そして、関係閣僚におかれましては、そのために密接に連携し、被災された方々の自立・

再生の道筋を具体化していただきたいと思います。 

○菅内閣官房長官 プレスの方は御退席願います。 
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（報道関係者退室） 

 

○菅内閣官房長官 これをもちまして、第37回原子力災害対策本部会議を終了させていた

だきます。ありがとうございました。 

以上 


